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は　し　が　き

本書では、働く人たちの 66歳以降の就業希望や人事施策の効果を把握するため、長く一つ
の企業で働いている 60歳代前半層を対象とした質問紙調査（2022年 10月実施）の結果を紹
介しています。
令和 2年改正の高年齢者雇用安定法が施行されたことにより、企業は 70歳までの就業機会

を確保することが求められています（努力義務）。多くの企業では 70歳までの就業機会の確保
は雇用による措置を念頭においています（『資料シリーズ 6』を参照）。このため、企業では 65
歳以降にも高い貢献が期待できる人事施策を設けることが急務になります。そのためには、何
よりも、60歳代後半層に達する人たちが今後どのような働き方（仕事内容、勤務地、労働時間等）
を求めているのかを把握することが必要です。
また、企業が 60歳代後半層の人事施策を設ける際には、（59歳以下と活用戦略を変える）

60歳代前半層の人事管理を足場におくことになります。60歳代前半層の人材活用に課題が山
積しているのであれば、65歳以降の人材活用も上手くいかない確率が高まります。60歳代前
半層の活用効果が高い人事施策を整えることも急務になります。そのためには、どのような人
事管理を適用すると働く人たちの高い貢献は期待できるのか、その効果を把握することも極め
て重要です。
上記の問題意識から、下記の調査研究委員会では、働く人たちを対象に質問紙調査を実施し
ました。本書は、調査結果の速報版として、調査の集計結果と三篇の簡易な論考を掲載してい
ます。企業の人事担当者の皆さまが、高齢者の人事管理を設計・改定する際にお役立ていただ
ければ幸いです。

令和 5年 10月
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